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１．はじめに 

日本のエネルギー政策は、脱炭素だけでなく、安定供給と経済成長の同時達成が問われている。2025 年 12

月に閣議決定された 2026 年度予算案では、国産エネルギーの強化に向け、ペロブスカイト太陽電池等のサ

プライチェーン構築や次世代革新炉の研究開発、水素の拠点整備といった支援の実施が盛り込まれている。 

エネルギー個別の論点を見ると、足元では柏崎刈羽原子力発電所 6 号機の再稼働に向けた動きがある一方、

北海道では泊発電所 3 号機を巡り、道による住民説明会が実施されるなど、立地地域を含めた理解促進の取

組が進められている。再生可能エネルギーについては、昨今、大規模太陽光発電事業（メガソーラー）の自

然環境への影響など地域共生における課題が生じている。これに対し政府は 2026 年 1 月、地上設置型の事

業用太陽光に対する再エネ賦課金を用いた支援について、2027 年度以降廃止する方向性を示した。このよう

に、再生可能エネルギーの導入拡大にあたっては、脱炭素と生物多様性の両立が求められる局面を迎えてい

る。水素については、2024 年 10 月に水素社会推進法が施行され、拠点整備支援や価格差支援の認定制度の

整備も進んでいる。ただし、水素は原子力・再生可能エネルギーと異なり社会実装の途上にあるため、国民

がベネフィットとリスクを具体的に想像しにくいことが想定される。つまり、情報の発信の方法次第で受容

態度が左右される可能性がある。 

このように、原子力・再生可能エネルギー・水素の特徴を鑑みると、受容の前提となる不安・懸念・理解

度はエネルギー源ごとに異なると考えられる。本稿では、エネルギー政策への「賛否」そのものではなく、

「判断保留（わからない）から態度明確（賛否表明）へ移行する段階」に着目し、3 エネルギーで「何が態度

明確化に関連するのか」を比較するものである。具体的には、①受容態度を構成する要因の「まとまり」を

抽出し、②その要因が態度の明確化にどのように関係しているかを統計的に検証し、印象論ではなくデータ

に基づいて明確化することを目的とする。 
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2025年 1月に当社が実施したエネルギー政策に関するアンケート調査をもとに、エネルギー（原子力・再生

可能エネルギー・水素）の「判断保留（わからない）」から「態度明確（賛否表明）」へ移る要因を明らかに

するために多変量解析を行った。その結果、各エネルギーに共通して「ベネフィット認知」と「環境問題へ

の関心」が、判断保留から態度明確に関連することが示唆された。また、原子力は「リスク認知」、再生可能

エネルギーは「自然環境へのリスク」といったリスク認知の影響が見られた一方で、水素は「情報公開への

期待」が関連しており、判断材料が不足している可能性が示唆された。エネルギー別に論点が異なる以上、

判断保留層への働きかけは賛否誘導ではなく、論点の可視化など必要な情報に到達できる形で提示する「意

思決定の準備」を支援することが重要となるだろう。 
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） 
２．分析の方法 

当社では、日本のエネルギー政策に対する国民の認識等について、全国 2,089 名を対象としてエネルギー

政策に係るアンケート調査1（以下、「アンケート調査」）を 2025 年 1 月に実施した。この結果に基づき、エ

ネルギー政策推進にあたって国民とのコミュニケーション設計の示唆を提示することを目的としたレポート

も発行しており2、当該レポートでは、エネルギー政策の主要論点（原子力・再生可能エネルギー・水素への

賛否）について「わからない」と回答する層（判断保留層）が 3～4 割に達することが明らかとなっている。

本稿では、判断保留層に着目した追加分析として、エネルギー（原子力・再生可能エネルギー3・水素）の受

容要因を明らかにするため、「因子分析」及び「2 値ロジスティック回帰分析」を実施した。 

エネルギー政策の受容要因については、住民の認識や態度形成を規定する要因に関する研究が蓄積されて

いる。例えば、王ら（2023）によると原子力発電の受容に影響する要因として、「リスク認知」や「ベネフィ

ット認知」、「原子力発電への信頼」による要因が強いことが示されている4。また前川ら（2023）は、太陽光

発電事業による景観変化への不快感が反対態度の形成の規程要因となり得ること5、飯田ら（2022）は洋上風

力発電の受容が「経済的豊かさ」や「事業への関心」などの複数因子で説明できることを報告している6。水

素については、三原ら（2019）によって、水素ステーションに対する危険性よりも必要性が受容態度に影響

しやすい一方、知識が必ずしも受容につながっていないことなどが報告されている7。 

このように、先行研究では各エネルギーの賛否を規定する要因の解明が進んできた。これに対し本稿では、

アンケート調査の結果から一定数見られた判断保留層を分析の中心に位置づけ、賛否の方向ではなく態度明

確化の規定要因に着目した。分析の手法として、まずアンケート調査で尋ねた受容に関する質問項目につい

て、その背後で共有している潜在的な受容要因（ベネフィット認知、リスク認知、環境への関心など）を抽

出するために、因子分析（最尤法、プロマックス回転）を行った8。因子分析の対象とする質問項目は、先行

研究で論点化されてきた観点に沿って便宜的に整理し（図表 1）、抽出される因子は、後述する各エネルギー

の因子分析結果に基づき決定した。そのうえで、各エネルギーに対する態度が明確になっているか（賛成ま

たは反対と回答）、あるいは判断を保留しているか（わからないと回答）という点に着目した分析として 2 値

ロジスティック回帰分析を行った。抽出された因子を説明変数、受容態度（明確か保留か）を目的変数とし

て推定し、どの因子が態度の明確化に効いているかを検証した9。 

 

 

 
1 SOMPO インスティチュート・プラス「エネルギー政策に係るアンケート調査結果（2025）」 
2 SOMPO インスティチュート・プラス（2025 年 9 月 30 日）「第７次エネルギー基本計画の国民の受け止め～“判断保留

層”の存在と情報発信の課題～」 
3 再生可能エネルギーには、太陽光発電及び風力発電に対する個別の質問を含んでいる。 
4 王晋民, & 岡部康成. (2023). 原子力発電の社会的受容性の影響要因―東京電力福島第一原子力発電所事故 8 年後の福島県

内と県外住民との比較. 千葉科学大学紀要, (16), 25-34. 
5 前川陽平, 錦澤滋雄, 長岡篤, 村山武彦, 竹島喜芳, & 安本晋也. (2023). 太陽光発電事業に対する地域住民の賛否態度の規

定要因に関する研究. 計画行政, 46(1), 29-36. 
6 飯田隆人, & 清水敦彦. (2022). 洋上風力発電に対する地域住民の受容への影響因子の分析. 日本風力エネルギー学会 論文

集, 46(3), 19-27. 
7 三原巧, 長岡篤, 錦澤滋雄, & 村山武彦. (2019, November). 水素ステーションに対する地域住民の態度形成要因. In 環境情

報科学論文集 Vol. 33 (2019 年度 環境情報科学研究発表大会) (pp. 85-90). 一般社団法人 環境情報科学センター. 
8 このうち、「環境全般への関心」及び「政府への信頼」は共通の質問、それ以外は各エネルギー個別の質問となっている。 
9 本分析では、目的変数を「態度明確（賛否の表明）＝1」「判断保留（わからない）＝0」として推定した。オッズ比 >1 は

「該当要因が高いほど目的変数が 1（＝態度明確）になるオッズが高い」ことを意味する。また、本分析では推定の安定性の

観点から変数の数を抑えるため、個別の質問項目ではなく因子分析により概念を集約した因子（例：ベネフィット認知、リス

ク認知など）を説明変数に用いている。 

https://www.sompo-ri.co.jp/questionnaire_survey/20250728-19482/
https://www.sompo-ri.co.jp/2025/09/30/20006/
https://www.sompo-ri.co.jp/2025/09/30/20006/
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） 
≪図表 1≫因子分析の対象となる質問項目（アンケート調査項目の抜粋） 

 原子力 
再生可能エネルギー 

水素 
太陽光 風力 

環境全般への 

関心 

エネルギーへの関心がある／環境問題への関心がある／SDGsへの関心がある／気候変動への関心がある 

政府への信頼 エネルギー政策に関する議論の透明性が確保されていると思う／国民との対話の場が設けられていると思う／ 

エネルギーの安全保障に関する情報が正確であると思う／政府の政策全般を信頼している 

ベネフィット 

認知 

（各エネルギーについて）化石燃料への依存を減らすことができる／エネルギーの安定供給に貢献できる／ 

発電時に CO2を排出しないため、地球温暖化対策につながる 

原子力技術に関わる人材育成

につながる／電気料金が安定
する 

新たな雇用につながる／自家

発電は電気料金の削減に効果
的だと思う 

新たな雇用につながる 自動車から発生する CO2 削

減につながる／環境に配慮し
た車に乗ることができる 

リスク認知 安全性が心配／放射性廃棄物
処理の見通しが立っていない

／建設・安全確保・廃炉に費
用が掛かる／再生可能エネル
ギー普及の妨げになる 

自然環境の破壊によって生態
系へ悪影響がある／自然環境

の破壊によって土砂災害が発
生する恐れがある／電気料金
が上がる恐れがある 

騒音の影響がある／電気料金
が上がる恐れがある／建設コ

ストがかかる／電波障害が発
生する 

爆発の危険があるため、水素
の安全性が心配／水素ステー

ションは危険だと思う 

情報公開・ 

対話への期待 

（各エネルギーについて）国が正確なデータや議事録などの客観的資料を公開してくれると信頼できる／事業者が正確な
データや議事録などの客観的資料を公開してくれると信頼できる／国が国民と対話の場を設定してほしい／事業者が国民

と対話の場を設定してほしい 

（出典）SOMPO インスティチュート・プラス作成（以下同様） 

３．分析結果 

(１) 原子力 

原子力に関しては、態度を明確にする要因は「ベネフィット認知」「リスク認知」そして「環境問題への関

心」であるという示唆が得られた。 

 

① 因子分析結果 

因子分析の結果、原子力の受容に関する設問は、「ベネフィット認知」「リスク認知」「政府への信頼」「環

境問題への関心」「情報公開への期待」の 5 つの因子に整理された（図表 2）10。 

 

≪図表 2≫因子分析結果（原子力） 

 

 
10 因子負荷量±0.4 以上のセルを色付けしている。以下同様。 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5

ベネフィット

認知
リスク
認知

政府への
信頼

環境問題
への関心

情報公開
への期待

エネルギーの安定供給に貢献できる 0.883 0.040 -0.019 -0.012 -0.057

化石燃料への依存を減らせる 0.791 0.031 0.032 0.016 -0.029

地球温暖化対策につながる 0.752 -0.036 0.066 0.042 0.010

電気料金が安定する 0.732 -0.010 0.022 -0.018 0.011

原子力技術に関わる人材育成につながる 0.722 -0.012 0.090 -0.031 0.013

放射性廃棄物処理の見通しが立っていない 0.100 0.915 -0.041 -0.109 -0.113

建設・安全確保・廃炉に費用が掛かる 0.189 0.883 -0.053 -0.118 -0.096

安全性が心配 -0.146 0.811 0.028 -0.027 -0.058

再生可能エネルギー普及の妨げになる -0.312 0.513 0.159 0.069 -0.009

国が国民と対話の場を設定してほしい 0.081 0.362 -0.049 0.140 0.185

事業者が国民と対話の場を設定してほしい 0.121 0.383 -0.045 0.131 0.137

エネルギー政策に関する議論の透明性が確保されていると思う 0.035 0.010 0.889 -0.047 -0.011

国民との対話の場が設けられていると思う -0.004 -0.038 0.827 -0.050 -0.028

エネルギーの安全保障に関する情報が正確だと思う 0.079 0.016 0.786 0.019 -0.002

政府の政策全般を信頼している 0.093 0.018 0.592 0.061 0.050

環境問題に関心がある -0.054 -0.058 -0.048 0.942 -0.039

気候変動に関心がある 0.054 0.080 -0.122 0.710 -0.065

SDGsに関心がある -0.118 -0.090 0.150 0.708 0.005

エネルギーに関心がある 0.151 0.018 -0.015 0.613 -0.044

事業者が客観的資料を公開してくれると信頼できる -0.024 -0.067 -0.001 -0.067 0.948

国が客観的資料を公開してくれると信頼できる -0.018 -0.068 0.016 -0.052 0.914

質問項目
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） 
因子間の相関を見ると、因子 4「環境問題への関

心」は、因子 2「リスク認知」と比較的強い正の関

連を示しており、また一方で、因子 1「ベネフィッ

ト認知」とも正の関連がみられる（図表 3）。 

また、ベネフィット認知は、因子 5「情報公開へ

の期待」と中程度の正の相関を示しており、さらに、

因子 3「エネルギー政策全般の透明性・対話・政府

への信頼」も情報公開への期待と正の相関を示している。 

以上のことから導き出されるのは、原子力に関する態度形成は複数の要因によって形成されることが示唆

されるということである。特に、環境全般への関心の高さが、ベネフィット認知・リスク認知の両方に強く

関連するという点は、政策コミュニケーションの打ち手を考えるうえで重要な示唆と言えよう11。 

 

② 2値ロジスティック回帰分析結果 

原子力について、態度が明確になることに

有意に関係する因子は、「ベネフィット認知」

「リスク認知」「環境問題への関心」の 3 つで

あった（図表 4）。 

一方で、「情報公開への期待」や「政府への

信頼」は有意ではなく、これらの因子が受容態

度の明確化そのものを左右する要因ではないことを示唆している。つまり、ベネフィットとリスクの双方が

判断材料として揃ったときに、判断保留から脱しやすいということを示唆していると言える。 

 

(２) 再生可能エネルギー 

再生可能エネルギー（太陽光及び風力）に関しては、リスク認知が「一般」と「自然環境」に分離してお

り、態度を明確にする要因は「ベネフィット認知」と「環境問題への関心」と「リスク認知：自然環境」で

あるという示唆が得られた。 

 

① 因子分析結果 

再生可能エネルギーの受容に関する設問は、「ベネフィット認知」「対話への期待」「情報公開への期待」「政

府への信頼」「環境問題への関心」「リスク認知：一般」「リスク認知：自然環境」の 7 つの因子に整理された

（図表 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 
11 本分析は因子間の関連を示すものであり、因果関係や個人レベルの認知を直接示すものではない。 

≪図表 3≫因子間の相関（原子力） 

 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5

ベネフィット

認知
リスク
認知

政府への
信頼

環境問題
への関心

情報公開
への期待

因子1
ベネフィット

認知 1.000 0.154 0.145 0.337 0.498

因子2
リスク
認知

0.154 1.000 -0.060 0.619 0.188

因子3
政府への
信頼

0.145 -0.060 1.000 0.198 0.349

因子4
環境問題への

関心
0.337 0.619 0.198 1.000 0.321

因子5
情報公開への

期待
0.498 0.188 0.349 0.321 1.000

≪図表 4≫2値ロジスティック回帰分析結果（原子力） 

 

下限 上限
ベネフィット認知 1.75 1.53 1.99 < 0.001 有意

リスク認知 1.70 1.47 1.97 < 0.001 有意

環境問題への関心 1.22 1.05 1.43 0.01 有意

情報公開への期待 0.96 0.84 1.10 0.56 非有意

政府への信頼 0.99 0.88 1.12 0.91 非有意

変数 オッズ比
95%信頼区間

P値 判定
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） 
≪図表 5≫因子分析結果（再生可能エネルギー） 

 
（注）太陽光個別の質問は「P:」、風力個別の質問は「W:」と表示している。 

 

因子間の相関を見ると、因子 1

「ベネフィット認知」は因子 2「対

話への期待」、因子 3「情報公開へ

の期待」及び因子 5「環境問題へ

の関心」と正の関連がみられる

（図表 6）。また、因子 2「対話へ

の期待」は因子 3「情報公開への

期待」や因子 5「環境問題への関

心」にも相関が見られる。 

以上のことから導き出される示唆として、まず、再生可能エネルギーにベネフィットを見出す層ほど、環

境への関心が高く、対話・情報公開を求める傾向が強いということが考えられる。一方、「電気代の上昇・騒

音の影響等」といった実生活に対するリスクと、「生態系への影響・土砂災害等」といった自然環境へのリス

クに分かれて捉えられている可能性も示唆された。これは、再生可能エネルギーの立地や開発形態によって

地域と摩擦を起こし得るという点で、現に生じている課題とも整合的である。 

 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5 因子6 因子7

ベネフィット

認知
対話への期待

情報公開
への期待

政府への
信頼

環境問題
への関心

リスク認知：
一般

リスク認知:
自然環境

W:化石燃料への依存を減らすことができる 0.883 -0.023 -0.039 0.004 -0.122 0.022 0.018

W:エネルギーの自給率向上に貢献できる 0.868 -0.007 -0.012 -0.057 -0.096 -0.011 0.010

P:化石燃料への依存を減らすことができる 0.840 -0.075 -0.038 -0.007 -0.019 -0.009 0.051

P:エネルギーの自給率向上に貢献できる 0.823 -0.055 -0.009 -0.041 0.069 -0.037 -0.026

W:発電時にCO2を排出しないため、地球温暖化対策につながる 0.781 -0.022 0.009 -0.103 0.007 0.024 0.019

P:発電時にCO2を排出しないため、地球温暖化対策につながる 0.744 -0.027 0.028 -0.029 0.077 -0.004 -0.014

P:自家発電は電気料金の削減に効果的だと思う 0.512 0.039 0.028 -0.004 0.137 -0.106 0.034

W:新たな雇用につながる 0.485 0.101 0.026 0.115 -0.061 0.054 -0.018

P:新たな雇用につながる 0.419 0.093 -0.012 0.152 0.047 0.031 -0.045

P:事業者が国民と対話の場を設定してほしい -0.013 0.908 -0.073 0.023 0.029 -0.070 0.067

P:国が国民と対話の場を設定してほしい -0.040 0.886 -0.036 0.027 0.018 -0.066 0.046

W:事業者が国民と対話の場を設定してほしい 0.024 0.800 0.046 -0.059 -0.015 0.051 -0.055

W:国が国民と対話の場を設定してほしい 0.019 0.761 0.075 -0.064 -0.023 0.076 -0.052

W:国が客観的資料を公開してくれると信頼できる -0.050 -0.020 0.933 -0.025 -0.042 0.010 0.011

W:事業者が客観的資料を公開してくれると信頼できる -0.028 0.010 0.921 -0.061 -0.041 0.031 0.012

P:事業者が客観的資料を公開してくれると信頼できる 0.041 0.012 0.733 0.024 0.032 -0.035 0.017

P:国が客観的資料を公開してくれると信頼できる 0.033 -0.007 0.730 0.069 0.032 -0.008 -0.007

エネルギー政策に関する議論の透明性が確保されていると思う -0.043 0.003 -0.029 0.906 -0.038 -0.002 0.031

国民との対話の場が設けられていると思う -0.046 -0.020 -0.051 0.855 -0.069 0.028 0.007

エネルギーの安全保障に関する情報が正確だと思う -0.003 -0.012 0.017 0.790 0.026 0.003 0.003

政府の政策全般を信頼している 0.068 -0.022 0.059 0.596 0.051 0.004 -0.007

環境問題に関心がある -0.032 -0.010 -0.006 -0.034 0.891 0.013 -0.018

気候変動に関心がある 0.044 0.001 -0.011 -0.138 0.736 0.020 0.007

エネルギーに関心がある -0.037 0.066 -0.035 0.019 0.637 0.053 0.055

SDGsに関心がある 0.058 -0.054 0.029 0.147 0.621 -0.057 -0.055

W:電気料金が上がる恐れがある -0.130 -0.028 -0.028 0.087 -0.007 0.828 -0.097

W:電波障害が発生する -0.008 0.037 -0.013 0.030 0.014 0.636 -0.030

W:建設コストがかかる 0.177 -0.031 0.004 -0.128 0.080 0.588 -0.003

W:騒音の影響がある 0.015 -0.007 0.045 -0.008 -0.038 0.587 -0.001

P:電気料金が上がる恐れがある -0.069 -0.006 -0.022 0.032 0.019 0.439 0.333

P:自然環境の破壊によって土砂災害が発生する恐れがある 0.058 0.018 -0.014 0.016 -0.011 -0.027 0.916

P:自然環境の破壊によって生態系へ悪影響がある 0.004 0.001 0.049 0.011 0.005 0.013 0.828

質問項目

≪図表 6≫因子間の相関（再生可能エネルギー） 

 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5 因子6 因子7

ベネフィット

認知 対話への期待
情報公開
への期待

政府への
信頼

環境問題
への関心

リスク認知：
一般

リスク認知：
自然環境

因子1
ベネフィット

認知 1.000 0.537 0.526 0.234 0.608 0.141 0.081

因子2 対話への期待 0.537 1.000 0.468 0.124 0.443 0.364 0.281

因子3
情報公開への

期待
0.526 0.468 1.000 0.391 0.330 0.109 0.037

因子4
政府への
信頼

0.234 0.124 0.391 1.000 0.211 -0.004 -0.066

因子5
環境問題への

関心
0.608 0.443 0.330 0.211 1.000 0.224 0.206

因子6
リスク認知：

一般
0.141 0.364 0.109 -0.004 0.224 1.000 0.541

因子7
リスク認知：
自然環境

0.081 0.281 0.037 -0.066 0.206 0.541 1.000
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） 
② 2値ロジスティック回帰分析結果 

再生可能エネルギーの態度が明確になる

因子は、「ベネフィット認知」「環境問題への

関心」「リスク認知：自然環境」の 3 つであ

った（図表 7）。この結果から、土砂災害や生

態系影響といった自然環境へのリスクが、判

断保留ではなく賛否を表明する（態度を明確

にする）傾向が観察されたことを示唆する。 

一方で、電気代や騒音等の「リスク認知：

一般」は 5%水準で有意とならなかった。す

なわち、これらのリスクがあっても態度を決定づけるほどの反対要因にはなりにくいことを示唆している。 

 

(３) 水素 

 水素に関しては、態度を明確にする要因は「ベネフィット認知」「環境問題への関心」「情報公開への期待」

の 3つであり、リスク認知は態度の明確化に影響しないという示唆が得られた。 

 

① 因子分析結果 

因子分析の結果、水素の受容に関する設問は、「ベネフィット認知」「政府への信頼」「環境問題への関心」

「情報公開への期待」「リスク認知」の 5 つの因子に整理された（図表 8）。 

 

≪図表 8≫因子分析結果（水素） 

 

 

 

 

 

 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5

ベネフィット

認知
政府への
信頼

環境問題
への関心

情報公開
への期待

リスク
認知

発電時にCO2を排出しないため、地球温暖化対策につながる 0.934 0.021 -0.062 -0.073 -0.041

化石燃料への依存を減らすことができる 0.867 0.022 -0.001 -0.087 -0.030

自動車から発生するCO2削減につながる 0.857 -0.028 -0.009 -0.062 0.010

エネルギーの安定供給に貢献できる 0.785 0.042 -0.059 0.000 -0.029

環境に配慮した車に乗ることができる 0.686 0.036 0.062 0.024 -0.045

エネルギー政策に関する議論の透明性が確保されていると思う 0.004 0.886 -0.036 0.008 0.036

国民との対話の場が設けられていると思う -0.019 0.827 -0.050 -0.041 0.036

エネルギーの安全保障に関する情報が正確だと思う 0.020 0.786 0.028 0.036 0.034

政府の政策全般を信頼している 0.055 0.603 0.068 0.074 -0.010

環境問題に関心がある -0.077 -0.024 0.940 -0.040 -0.014

気候変動に関心がある 0.036 -0.118 0.761 -0.073 0.014

SDGsに関心がある -0.019 0.166 0.654 -0.011 -0.077

エネルギーに関心がある 0.018 0.005 0.639 0.002 0.020

事業者が客観的資料を公開してくれると信頼できる -0.097 0.043 -0.076 1.011 -0.101

国が客観的資料を公開してくれると信頼できる -0.071 0.070 -0.076 0.946 -0.086

事業者が国民と対話の場を設定してほしい 0.257 -0.088 0.126 0.300 0.138

国が国民と対話の場を設定してほしい 0.190 -0.079 0.088 0.387 0.127

水素ステーションは危険だと思う -0.115 0.070 -0.023 -0.082 0.836

爆発の危険があるため、水素の安全性が心配 0.048 0.015 -0.028 -0.048 0.834

質問項目

≪図表 7≫2値ロジスティック回帰分析結果 

（再生可能エネルギー） 

 

下限 上限
ベネフィット認知 1.53 1.31 1.79 < 0.001 有意

環境問題への関心 1.36 1.18 1.56 < 0.001 有意

リスク認知：自然環境 1.29 1.13 1.47 < 0.001 有意

リスク認知：一般 1.15 1.00 1.32 0.06 非有意

対話の場への期待 1.08 0.94 1.24 0.26 非有意

政府への信頼 0.95 0.85 1.06 0.37 非有意

情報公開への期待 1.00 0.87 1.14 0.98 非有意

変数 オッズ比
95%信頼区間

P値 判定
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） 
因子間の相関を見ると、因子 1「ベネフィット

認知」は、因子 3「環境問題への関心」や因子 4「情

報公開への期待」と比較的強い正の関連を示して

いるほか、リスク認知も、これら 3 つの因子と中

程度の正の相関を示している（図表 9）。 

これらの結果から、環境問題への関心が高い人

ほどベネフィットもリスクも認知しやすく、また、

情報公開を求める人ほど、リスクも重視しやすい

傾向が示唆される。一方、因子 2「政府への信頼」は水素のベネフィット認知やリスク認知に相関は見られ

なかった。 

 

② 2値ロジスティック回帰分析結果 

水素の態度が明確になる因子は、「ベネフィ

ット認知」「環境問題への関心」「情報公開への

期待」の 3 つであった（図表 10）。 

一方で、「リスク認知」や「政府への信頼」

は有意ではなく、これらの因子が受容態度の

明確化そのものを左右する決定要因ではない

ことを示唆している。これは、リスクが存在しないという意味ではなく、そもそもリスク認知は水素に対す

る態度の明確化に影響しないことや、現時点では国民がリスクの具体像を十分に形成できておらず、賛否を

決める（態度を明確にする）材料として機能しにくいという可能性が考えられる。この点において、水素は

原子力や再生可能エネルギーとは異なるコミュニケーション設計を必要とすると言えよう。 

 

４．まとめ 

本稿では、原子力・再生可能エネルギー・水素に対する国民の受け止めを「判断保留から態度明確へ移行

する段階」に着目して整理した。分析の結果、3 つのエネルギーに共通して「ベネフィット認知」及び「環境

問題への関心」が、判断保留から態度明確への移行に関連することが示唆された。一方、各エネルギー個別

の論点としては、原子力では「リスク認知」が、再生可能エネルギーでは「自然環境へのリスク認知」が、

水素では「情報公開への期待」が態度の明確化と関連する可能性が示唆された（図表 11）。 

 

≪図表 11≫判断保留から態度明確へ移行する要因（3エネルギー別） 

エネルギー 
態度明確化に 
関連した要因 

態度明確化に 
関連しなかった要因 

情報発信・コミュニケーション活動の示唆 

原子力 ・ ベネフィット認知 

・ 環境問題への関心 

・ リスク認知 

・ 情報公開への期待 

・ 政府への信頼 

「ベネフィット」と「リスク」を比較可能に提示

することが必要。 

再生可能エ

ネルギー 

・ ベネフィット認知 

・ 環境問題への関心 

・ リスク認知：自然環境 

・ リスク認知：一般 

・ 対話の場の期待 

・ 政府への信頼 

・ 情報公開への期待 

自然環境・災害リスクが態度明確化に結びつきや

すく、地域共生・リスク低減策の提示が必要。 

水素 ・ ベネフィット認知 

・ 環境問題への関心 

・ 情報公開への期待 

・ 政府への信頼 

・ リスク認知 

リスク認知が態度明確化に影響しない、または判

断材料がなく判断できない可能性が考えられ、具

体的な事例と情報開示の設計が肝要。 

≪図表 9≫因子間の相関（水素） 

 

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5

ベネフィット

認知
政府への
信頼

環境問題

への関心
情報公開
への期待

リスク認知

因子1
ベネフィット

認知 1.000 0.100 0.603 0.601 0.318

因子2
政府への
信頼

0.100 1.000 0.156 0.221 -0.038

因子3
環境問題への

関心
0.603 0.156 1.000 0.448 0.343

因子4
情報公開への

期待 0.601 0.221 0.448 1.000 0.326

因子5 リスク認知 0.318 -0.038 0.343 0.326 1.000

≪図表 10≫2値ロジスティック回帰分析結果（水素） 

 

下限 上限
ベネフィット認知 2.23 1.89 2.64 < 0.001 有意

環境問題への関心 1.33 1.15 1.54 < 0.001 有意

情報公開への期待 1.23 1.06 1.42 0.01 有意

政府への信頼 0.98 0.88 1.10 0.72 非有意

リスク認知 1.01 0.89 1.15 0.90 非有意

変数 オッズ比
95%信頼区間

P値 判定
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） 
3 エネルギー別の示唆は次の 3 点が挙げられる。第一に原子力は、態度明確化に「ベネフィット認知」と

「リスク認知」がともに関連しており、ベネフィットの強調かリスクの説明かのどちらかではなく、両者を

同一の枠組で示すことが重要であろう。第二に再生可能エネルギーは、判断保留層に伝えるべき情報は脱炭

素への貢献だけでは不十分であり、地域の自然環境へのリスクも重要な論点として扱う必要がある。第三に

水素は、リスク認知が態度の明確化に影響しない、あるいは判断材料として機能しにくい可能性が考えられ

ることから、政府や事業者による具体的な活用事例の発信など、判断材料の提供が重要であると言える。 

こうした分析結果から、判断保留層に対する情報発信・コミュニケーション活動は、「意思決定の準備」と

して位置づけることが適切であろう。「意思決定の準備」とは、賛否の方向へ誘導することではなく、論点や

根拠の所在に到達できる状態を整えることである12。例えば、政策や科学的な判断における不確実性を隠さ

ず、「分かっていること」と「分かっていないこと」を区別して提示することは、情報やその発信者の信頼性

を損なわないという結果が報告されている13。 

政策の是非をめぐる議論が先鋭化する局面ほど、判断材料が不足したままの層を置き去りにしては不信感

の増大や分断が生じる恐れがある。そこで肝要なのは、論点の可視化など必要な情報に到達できる道筋を提

示し、十分な情報に基づく判断を可能にする「意思決定の準備」を支援することであろう。そのうえで、原

子力・再生可能エネルギー・水素で異なる態度明確化の要因に合わせ、国民が自らベネフィットとリスクを

比較検討し、関連する不確実性を考慮しながら自分自身で判断を下せる環境を整えることが、情報発信や対

話を組み合わせたコミュニケーション活動に求められるだろう。 

 

 
12 本稿でいう「意思決定」とは、エネルギー政策を巡る論点について、国民が賛否を含む自らの立場を形成し、必要に応じ

て意見表明できる状態になることを指す。 
13 Kerr, J. R., Schneider, C. R., Freeman, A. L., Marteau, T., & van der Linden, S. (2022). Transparent communication of 

evidence does not undermine public trust in evidence. PNAS nexus, 1(5), pgac280. 
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